
神奈川県住宅宿泊事業の届出に関する 個人情報等の取扱いについて 

 

１  基本的な考え方 

住宅宿泊事業に係る 事務を 所掌する 行政機関及び観光庁では、 住宅宿泊事業法の適正

かつ円滑な運用及び住宅宿泊事業者の業務の適正な運営を 確保する ために必要な範囲で、

情報を収集し ま す。  

収集し た情報は、 本利用目的の範囲内で適切に取り 扱いま す。  

 

２  収集する 情報の範囲 

住宅宿泊事業法第３ 条第１ 項の規定によ る 届出、 同法第３ 条第４ 項の規定によ る 変更

の届出、同法第３ 条第６ 項の規定によ る 廃業等の届出及び同法第 14 条の規定によ る 日数

等の報告のために提出さ れた書面に記載さ れた情報 

 

３  取扱目的 

⑴  収集し た情報は、 以下の利用目的に従い、 住宅宿泊事業法に基づく 事務の処理等の

ために利用・ 提供し ま す。  

a 住宅宿泊事業法に基づく 事務の処理のため。  

b 住宅宿泊事業者に対する 諸連絡のため。  

c 住宅宿泊事業者及び周辺住民等の関係者から の問合せ等の対応のため。  

d 今後の施策立案の参考と する ため。  

e 住宅宿泊事業の適正な運営を 確保する 目的の範囲内で、関係行政機関( 消防署、警

察、 市町村廃棄物処理担当部署等) が法令等に基づく 所掌事務を 処理する ために

必要な情報提供のため。  

⑵  収集し た情報は、 健全な制度普及を図る ため、 民泊制度運営シス テムに登録し 、 観光

庁に提供し ま す。 観光庁は、 取得し た情報を以下の利用目的に従い利用、 提供し ま す。  

a 住宅宿泊事業法第 20 条の規定によ り 、 外国人観光客の宿泊に関する 利便の増進

を図る ため、 外国人観光客に対する 住宅宿泊事業の実施状況その他の住宅宿泊事

業に関する 情報をホームページ等において広く 提供を行う ため。  

b 事業者及び周辺住民等の関係者から の住宅宿泊事業に関する 問合せ等に対応する

ため。  

c 今後の施策立案のため。  

d 住宅宿泊事業等の適正な運営を確保する 目的の範囲内で、 関係行政機関（ 厚生労

働省、 国税庁等） が法令等に基づく 所掌事務を処理する ために必要な情報提供の

ため。  

４  利用範囲の制限 

⑴  収集し た情報を前記３ の取扱目的以外には利用いたし ま せん。  

⑵  法令に基づく 場合、 不正アク セス 、 脅迫等の違法行為があった場合及びその他の法

令上、前記３ の取扱目的以外の目的のために自ら 利用し 、又は第三者に提供する こ と

が認めら れる 特別な理由のある 場合はこ の限り ではあり ま せん。  



 

５  個人情報等の取扱いの委託 

取得し た個人情報等は、前記３ の利用目的を達成する 範囲で利用する と と も に、必要な

範囲で個人情報等を事務委託先に提供する こ と があり ま す。 こ の場合、 委託先に対し て、

提供し た個人情報等が適正に取り 扱われる よ う に管理・ 監督し ま す。  

 

６  安全確保の措置 

取得し た情報の漏洩、滅失又は毀損の防止、その他取得し た情報の適正な管理のために

必要な措置を 講じ ま す。  

 

＜問合せ先＞ 

〒231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通１  

神奈川県健康医療局生活衛生部生活衛生課 環境衛生・ 海水浴場たばこ 対策グループ   

℡ 045-210-4950 
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住宅宿泊事業者が行う 業務について 
 

住宅宿泊事業者は、 住宅宿泊事業法令の規定に基づき 、 次の１ から 11 の業務を 行う 義務があり ま す。  

こ のパン フ レ ッ ト を よ く お読みいただき 、 適切に業務を 行っ てく ださ い。  

 

１  宿泊者の衛生の確保について （ 法第５ 条関係）  

（ １ ）  居室の床面積は、 宿泊者 1 人当たり 3. 3 ㎡以上を確保し てく ださ い。  

不特定多数の宿泊者が一つの場所に集ま る と 、 感染症の蔓延など 衛生上のリ ス ク が高ま り ま す。 衛生の

確保のために、 一人当たり の 3. 3 ㎡以上の面積を 必ず確保し 、 その定員を上回る 宿泊者を 宿泊さ せないで

く ださ い。  

（ ２ ）  清掃及び換気を行ってく ださ い。  

設備や備品等は清潔に保ち、 カビやダニ等が発生し ないよ う に除湿を 心掛け、 定期的に清掃、 換気を 行

っ てく ださ い。 リ ネン 類など 直接人に接触する も のは、 宿泊客が入れ替わる ごと に洗濯済みの新し いも の

に取り 替えてく ださ い。  

（ ３ ）  レ ジオネラ 症防止のため、 入浴設備等を衛生的に管理し てく ださ い。  

加湿器や循環式浴槽（ 追い炊き 機能付き 風呂・ 24 時間風呂等） を備え付けている 場合は、 レ ジオネラ 症

患者の発生を 予防する ため、 加湿器（ 毎日の水の交換・ 清掃） や循環式浴槽（ 浴槽の湯抜き 清掃、 定期的

な市販の配管洗浄剤等を 用いた洗浄・ 消毒） の適切な維持管理を 実施し てく ださ い。  

 

★「 旅館業における 衛生等管理要領」 も 参考にし て衛生的な管理を し てく ださ い。  

平成 12 年 12 月 15 日 生衛発 1, 811 号 厚生省生活衛生局長通知 

「 公衆浴場における 衛生等管理要領等について」 別添３ （ 令和７ 年３ 月 11 日一部改正）  

 

２  宿泊者の安全の確保について （ 法第６ 条関係）  

（ １ ） 非常用照明器具を設けてく ださ い。 ※ 

（ ２ ） 避難経路を 表示し てく ださ い。  

（ ３ ） 火災や災害が発生し た場合、 宿泊者の安全の確保を図る ため必要な措置を講じ てく ださ い。  

※ 届出住宅の建て方と 規模に応じ て安全措置の要否や内容が変わり ま す。  

【 平成 29 年国土交通省令第 65 号第１ 条第１ 号及び第３ 号並びに平成 29 年国土交通省告示第 1109 号

（ 最終改正令和６ 年３ 月 25 日国土交通省告示第 221 号）】  

 

リ フ ォ ーム 等によ り 宿泊室の床面積の合計が増加する 場合には、必ず保健福祉事務所に事前に連絡を

する と と も に、「 民泊の安全措置の手引き 」 を 熟読し 、 安全措置を講じ てく ださ い。  

ま た、 変更後の構造が、 消防法令に適合し ている かど う かの確認も 必要になり ま す。  

 

「 民泊の安全措置の手引き  ～住宅宿泊事業法における 民泊の適正な事業実施のために～」  

（ 令和６ 年４ 月１ 日 最終改訂 国土交通省住宅局建築指導課）  
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３  外国人観光旅客である 宿泊者の快適性及び利便性の確保について （ 法第７ 条関係）  

（ １ ）  外国語を用いて、 届出住宅の設備の使用方法に関する 案内をし てく ださ い。  

案内や情報提供の方法は、  

○ 必要な事項が記載さ れた書面を 居室に備え付ける  

○ タ ブレ ッ ト 端末への表示 

など 、 宿泊者が宿泊し ている 間、 いつでも 必要な時に見る こ と ができ る 方法にし てく ださ い。  

（ ２ ）  外国語を用いて、 移動のための交通手段に関する 情報を提供し てく ださ い。  

提供する 情報は、 最寄り の駅など 、 利便施設への経路と 利用可能な交通機関に 

関する 情報です。  

（ ３ ）  外国語を用いて、 火災、 地震その他の災害が発生し た場合の通報連絡先を案内し てく ださ い。  

消防署、 警察署、 医療機関に加え、 家主不在型の住宅においては、  

住宅宿泊管理業者への連絡方法を案内し てく ださ い。  

 

上記（ １ ） から （ ３ ） の「 外国語」 は、 宿泊者が宿泊予約をする 段階で、 日本語以外の言語と し て指定し

た言語を 指し ま す。（ 日本語以外の言語を 指定さ れなかっ た場合には日本語で構いま せん。）  

 

４  宿泊者名簿の作成・ 保管について （ 法第８ 条関係）  

（ １ ） 本人確認を行った上で宿泊者名簿を作成し てく ださ い。  

本人確認は、 必ず宿泊する 前に行っ てく ださ い。 ま た、 宿泊者一人ひと り について確認を 行う 必要があ

り ま す。 確認方法は対面で行う こ と が原則ですが、 対面でき ない場合には、 次の条件を 全て満たすＩ Ｃ Ｔ

技術を 活用し た方法によ り 本人確認を 行っ てく ださ い。 対面と 条件を 満たし たＩ Ｃ Ｔ 技術以外の方法は、

本人確認の方法と し て認めら れていま せん。  

 

○ 宿泊する 人の顔やパス ポート が画像で鮮明にわかる  

○ 画像が、 届出住宅内又は届出住宅のそば、 住宅宿泊事業者又は住宅宿泊管理業者の営業所から 発信

さ れている  

＜具体例＞ 

届出住宅に備え付けら れたテレ ビ 電話や、  

タ ブレ ッ ト 端末に映っ た鮮明な画像を 見て、 本人確認を 行う 。  

 

日本以外の国籍の方については、 パス ポート の呈示も 併せて本人確認を 行いま す。 パス ポート の呈示を

求めても パス ポート の呈示を 拒否する 場合には、 パス ポート 不携帯の可能性があり ま すので、 所轄の警察

に連絡を し てく ださ い。  

（ ２ ） 作成の日から ３ 年間保存し てく ださ い。  

宿泊者名簿は、 届出住宅、 住宅宿泊事業者の営業所又は事務所で３ 年間保管し ま す。  

宿泊者名簿は、 紙のほか、 電子データ で保管する こ と も 可能ですが、 こ の場合、 ３ 年間確実に保管でき

る 記憶媒体である こ と 、 必要な時にプリ ン ト アウ ト でき る も のである こ と が条件と なり ま す。  
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宿泊者名簿には、 次の５ つの事項について、 宿泊者全員分の記載をする こ と になっ ていま す。 代表者の

みの記載は認めら れま せん。  

   〇 住所 

〇 氏名 

〇 職業 

〇 宿泊日 

〇 日本国籍以外の人は、 国籍及び旅券番号（ パス ポート の写し の保管でも 構いま せん）  

 

宿泊者は宿泊者名簿に正確な情報を 記載する こ と が義務付けら れていま す。宿泊者が宿泊者名簿への記

載を 拒否し た場合、 又は偽り の記載を し た場合には、 宿泊者に対し て罰則が適用さ れる こ と があり ま すの

で、 正し く 記載し ても ら える よ う 、 宿泊者に働き かけてく ださ い。  

 

５  周辺地域への悪影響の防止について（ 法第９ 条関係）  

宿泊者に対し 、 次の（ １ ） から （ ３ ） の事項について事前に説明する 必要があり ま す。 説明する と き の言

語は、宿泊者が宿泊予約を する 段階で日本語以外の言語と し て指定し た場合にはその言語によ り 説明し ま す。 

説明方法は必ずし も 対面で説明する 必要はあり ま せんが、必要な事項が記載さ れた書面を 居室に備え付け

る 、 又はタ ブレ ッ ト 端末での表示等によ り 、 宿泊者が届出住宅に宿泊し ている 間、 必要な時に説明事項を確

認でき る よ う にし てく ださ い。  

ま た、書面は、宿泊者の目につき やすい場所に掲示する など 、宿泊者の注意喚起を図る こ と ができ る よ う 、

効果的な方法で行う 必要があり ま す。 必要事項を 確実に宿泊者に伝えていただき 、 事前の説明に応じ ない宿

泊者に対し ては、 注意喚起を し てく ださ い。  

（ １ ）  騒音の防止のために配慮すべき 事項 

大声での会話を 控える こ と 、 深夜に窓を 閉める こ と 、 バルコ ニー等屋外での宴会を 開かないこ と 、 届出

住宅内は楽器を 使用し ないこ と 等が想定さ れま すが、 住宅宿泊事業者は、 届出住宅及びその周辺地域の生

活環境に応じ 適切な内容を 説明する こ と が必要です。  

（ ２ ）  ごみの処理に関し 配慮すべき 事項 

住宅宿泊事業において発生し たご みの取扱いは、「 廃棄物の処理及び清掃に関する 法律」 に従い、 事業

活動に伴っ て生じ たご みと し て、 住宅宿泊事業者が責任をも っ て処理し なければなり ま せん。  

周辺地域の生活環境へ悪影響を 与える こ と を防止する ため、 宿泊者に対し て、 届出住宅内で出たごみを

決めら れた分別方法で分別する こ と 、住宅宿泊事業者の指定し たごみ箱に捨てる こ と を 説明し てく ださ い。 

ごみは産業廃棄物と 事業系一般廃棄物と に分け、 産業廃棄物は産業廃棄物処理業者に委託、 事業系一般

廃棄物は一般廃棄物処理業者に委託する か、住宅宿泊事業者自ら 市町の処理施設に持ち込むこ と が必要で

す。  

 産業廃棄物 事業活動に伴って生じ た廃棄物のう ち法令で定めら れた 20 種類のも の 

廃プラ ス チッ ク 類（ 例： 合成樹脂く ず、 廃発泡プラ ス チッ ク ）、 金属く ず（ 例： 空き 缶）、 ガラ ス く ず

（ 例： 空き ビ ン） など  

問合せ先 神奈川県湘南地域県政総合セン タ ー環境部環境調整課  

電話 ０ ４ ６ ３ －２ ２ －２ ７ １ １ （ 代表）   
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事業系一般廃棄物 事業活動に伴っ て生じ た廃棄物で産業廃棄物以外のも の 

詳し く は、 届出住宅の住所地を 管轄する 市役所又は町役場のホームページを ご覧く ださ い。  

    ごみの分別に関する 問合せは、 次のと おり です。  

   平塚市： 環境部環境政策課 電話 ０ ４ ６ ３ －２ ３ －１ １ １ １ （ 代表）  

   大磯町： 大磯町美化センタ ー 電話 ０ ４ ６ ３ －７ ２ －４ ４ ３ ８  

   二宮町： 生活環境課生活環境班 電話 ０ ４ ６ ３ －７ １ －５ ８ ７ ９  

（ ３ ） 火災の防止のために配慮すべき 事項 

ガス コ ン ロ の元栓の開閉方法や注意事項、 初期消火のための消火器の使用方法、 避難経路、 消防署、 警

察署等への通報方法について説明し てく ださ い。  

 

６  苦情等への対応について（ 法第 10 条関係）  

住宅宿泊事業者は、 届出住宅の周辺地域の住民から の苦情及び問合せについては、 適切かつ迅速に対応し

なければいけま せん。 なお、 苦情が多発し ている にも かかわら ず、 住宅宿泊事業者が何ら 対応を し ない場合

には法律に基づく 業務改善命令の対象になり ま す。  

深夜早朝を 問わず、 常時、 応対又は電話によ り 対応する 必要があり ま す。 ま た、 宿泊者が滞在し ていない

間も 、 原則と し て苦情及び問合せについては対応する 必要があり ま す。 苦情や問合せがあっ た場合には誠実

に対応し てく ださ い。 例えば、 回答を 一時的に保留する 場合であっ ても 、 相手方にいつ回答でき る のか、 期

日を示し た上で、 後日回答する 等の配慮を し てく ださ い。  

滞在中の宿泊者の行為によ っ て苦情が発生し ている 場合に、宿泊者に対し て注意を 行っ ても 改善がなさ れ

ないよ う な場合には、 住宅宿泊事業者自身が現場に急いで行き 、 退室を求める 等、 必要な対策を 講じ てく だ

さ い。  

苦情及び問合せが、 緊急の対応を 要する 場合には、 警察署、 消防署、 医療機関等の機関に連絡し たのち、

住宅宿泊事業者自ら 現場に行き 、 対応し てく ださ い。  

 

７  住宅宿泊管理業者への委託について（ 法第 11 条関係）  

  住宅宿泊事業において 

○ ひと つの届出住宅の居室が６ 室以上の場合 

○ 人を 宿泊さ せる 間、 不在等と なる 場合 

（ 日常生活を 営む上で通常行われる 行為に要する 時間の範囲内の不在は除く ）  

上記２ つの項目に該当する と き は、 上記１ から ６ の業務を 、「 住宅宿泊管理業者」 に委託し なければなり

ま せん。  

「 日常生活を 営む上で通常行われる 行為」 と は 

生活必需品の購入等を 想定し たも のですので、 仕事等によ り 継続的に長時間不在と する も のは、 こ れ

に該当し ま せん。  

「 日常生活を 営む上で通常行われる 行為に要する 時間」 と は 

原則１ 時間以内です。 ただし 、 生活必需品を 購入する ための最寄り 店舗の位置や交通手段の状況等に

よ り 当該行為が長時間にわたる こ と が想定さ れる 場合には、 ２ 時間程度です。  
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なお、 住宅宿泊事業者は届出住宅を 一時的に不在にする 場合においても 、 宿泊者の安全の確保に努めてく

ださ い。 住宅宿泊事業者でない人（ 例えば家族） が代わり に届出住宅に居たと し ても 、 住宅宿泊事業者本人

が不在にし ている 場合は「 不在」 と し て取り 扱いま す。  

事業を 開始する 際に家主居住型で届出を し たも のの、 家主が不在になる こ と が常態化し た場合には、 事前

に届出事項変更届出書を保健福祉事務所に提出する と と も に、国土交通大臣の登録を 得た住宅宿泊管理業者

と 、 上記１ から ６ の業務すべてについて委託契約をし てく ださ い。  

 

国土交通大臣の登録を 得た住宅宿泊管理業者の一覧（ 関東地方整備局管内版）  

国土交通省関東地方整備局ホ ームページ「 住宅宿泊管理業について」  

ht t ps: //www. kt r . ml i t . go. j p/kensan/i ndex00000021. ht ml  

 

８  住宅宿泊仲介業者への委託について（ 法第 12 条関係）  

宿泊サービ ス 提供契約の締結の代理又は媒介を 他人に委託する 場合は、その委託先は登録を 受けた住宅宿

泊仲介業者又は旅行業者でなければなり ま せん。  

 

９  標識の掲示について（ 法第 13 条関係）  

住宅宿泊事業者は、 届出住宅ごと に、 見やすい場所に、 標識を 掲げなければいけま せん。  

標識は、 届出住宅の門扉、 玄関（ 建物の正面の入り 口） 等の、 概ね地上 1. 2 メ ート ル以上 1. 8 メ ート ル

以下（ 表札等を 掲げる 門扉の高さ から 玄関ド アの標準寸法 2 メ ールの高さ 以内） で、 公衆が認識し やすい位

置に掲示し てく ださ い。  

標識を掲示する 際には、 ラ ミ ネート 加工等の風雨に耐性のある も ので加工し てく ださ い。  

玄関等への掲示だけでは、 公衆の皆さ んにと っ て見やすいも のになら ないと いう 場合には、 簡易な標識を掲

示（ 例えば、 標識の一部分を 、 集合ポス ト 等の掲示が可能なス ペース に合わせて掲示） する など 、 多く の人

に届出住宅である こ と を認識し ても ら える よ う な工夫を し てく ださ い。  

 

                            絵の出典： 観光庁ホームページ  

https://www.ktr.mlit.go.jp/kensan/index00000021.html
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10 都道府県知事への定期報告について（ 法第 14 条関係）  

住宅宿泊事業者は、 届出住宅ご と に、 毎年２ 月、 ４ 月、 ６ 月、 ８ 月、 10 月及び 12 月の 15 日ま でに、 次の

内容について、 それぞれの月の前２ ヶ 月分を 平塚保健福祉事務所に報告し なければいけま せん。  

 

○ 届出住宅に人を 宿泊さ せた日数 

届出住宅ごと に、 宿泊料を 受けて実際に届出住宅に人を 宿泊さ せた日数 

（ 正午から 翌日正午ま でに人を 宿泊さ せた日数で１ 泊を １ 日と し てカウ ン ト ）  

○ 宿泊者数 

実際に届出住宅に宿泊し た宿泊者の総数 

○ 延べ宿泊者数 

１ 日宿泊する ご と に１ 人と 算定し た宿泊者数の合計 

   （ 例：  宿泊者１ 人が２ 泊し た場合は２ 人、 宿泊者２ 人が２ 泊し た場合は４ 人と 算定）  

○ 国籍別の宿泊者数の内訳 

国が提供し ている 民泊制度ポータ ルサイ ト では、 事業者が様々な手続き ができ る よ う に「 民泊制度運

営シス テム」 を 提供し ており 、 こ のシス テム において、 住宅宿泊事業法で定めら れた「 宿泊者名簿」 及

び、 ２ ヶ 月毎に報告が必要と なる 「 宿泊実績定期報告データ 」 を 作成する こ と ができ ま す。  

 

民泊制度ポータ ルサイ ト 「 電子宿泊者名簿・ 定期報告方法」  

ht t ps: //www. ml i t . go. j p/kankocho/mi npaku/busi ness/syst em/r egul ar _ r epor t . ht ml  

 

   民泊制度運営シス テムを 一切利用せずに、住宅宿泊事業届出書の届出を書類のみで行っ た住宅宿泊事業

者の方が、 届出後に民泊制度運営シス テムの利用を 希望さ れる 場合には、 次のと おり 作業を 行っ てく ださ

い。  

① 民泊制度運営シス テム で利用者登録 

ht t ps: //www. ml i t . go. j p/kankocho/mi npaku/busi ness/syst em/r egi st r at i on. ht ml  

② 利用者登録を 行っ た方の氏名、 ユーザ名（ 利用者登録を し た際に送信さ れる 仮登録メ ールに記載

さ れていま す。） を【 様式】 利用申込書（ 添付フ ァ イ ル埋め込み） に記載し 、 保健福祉事務所の窓

口に提出（ 届出者本人確認が必要： 運転免許証等を 持参）  

③ 申込書提出後２ ～３ 週間程度で定期報告等のシス テム利用可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/business/system/regular_report.html
https://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/business/system/registration.html
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宿泊日数 180 日を超えたら どう なる ？ 

 

住宅宿泊事業法で認めら れる 「 住宅宿泊事業」 と は、「 旅館業者以外の者が宿泊料を 受けて住宅に人を

宿泊さ せる 事業であっ て、 人を 宿泊さ せる 日数が一年間で 180 日を 超えないも の」 と 定義さ れており 、 年

間宿泊日数が 180 日を 超える も のは、 住宅宿泊事業の範囲を 超え、 旅館業に該当し ま す。  

そう する と 、 180 日を 超えて宿泊さ せた住宅宿泊事業者は、 住宅宿泊事業ではなく 「 無許可で旅館業を

営んだ」 こ と になり 、 旅館業法違反によ る 罰則の対象になり ま す。  

一方、 都道府県知事への定期報告で、 宿泊日数を 偽る 等、 虚偽の報告を する と 30 万円以下の罰金と な

る だけでなく 、 業務改善命令等の対象になり 、 こ の業務改善命令に違反すれば、 旅館業法上の罰則（ 6 月

以下又は 3 万円以下の罰金） よ り も 重い罰則（ 6 月以下又は 100 万円以下の罰金） が適用さ れる 可能性が

あり ま す。  

年間宿泊日数を 超えないよ う に、 計画的に営業を し ま し ょ う 。  

 

 

 

対　 象　 者 罰　 則

　 虚偽の届出を し た 者
６ 月以下の懲役　 若し く は100万円以下の罰金

又はこ れの併科

　 業務廃止命令に違反し た 者
６ 月以下の懲役　 若し く は100万円以下の罰金

又はこ れの併科

　 住宅宿泊管理業者及び住宅宿泊仲介業者への委託義務に違反し た 者 50万円以下の罰金

　 変更の届出を し て いな い者又は虚偽の変更の届出を し た 者 30万円以下の罰金

　 宿泊者名簿の備付け 義務、 標識の掲示義務に違反し た 者 30万円以下の罰金

　 定期報告を し ていな い又は虚偽の報告を し た 者 30万円以下の罰金

　 業務改善命令に違反し た 者 30万円以下の罰金

　 報告徴収に応じ な い者又は虚偽の報告を し た 者 30万円以下の罰金

　 立入検査を 拒み、 妨げ、 又は忌避し た 者 30万円以下の罰金

　 質問に対し て 答弁し な い者又は虚偽の答弁を し た 者 30万円以下の罰金

　 事業廃止の届出を し て いな い者又は虚偽の事業廃止の届出を し た 者 20万円以下の過料

　 住宅宿泊事業法　 罰則一覧
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11 変更・ 廃業等の届出について（ 法第３ 条関係）  

変更の届出（ 届出事項変更届出書）  

＜変更を する 前に届出＞ 

○ 住宅宿泊管理業に業務委託を し ている 届出住宅で、 住宅宿泊管理業者を 変更し よ う と する 場合 

届出項目： 商号、 名称又は氏名、 住宅宿泊管理業者の登録年月日及び登録番号 

＜変更の日から ３ ０ 日以内に届出＞ 

○ 次の項目に変更があっ た場合 

・ 商号、 名称又は氏名及び住所 

・ 法人である 場合においては、 その役員の氏名 

・ 営業所・ 事務所を 新たに設ける 場合又は変更する 場合においては、 その名称及び所在地 

・ 届出者が住宅宿泊管理業者である 場合においては、 その登録年月日及び登録番号 

・ 届出者の連絡先 

・ 家屋の別 

① 現に人の生活の本拠である 住宅 

② 入居者募集中の住宅 

③ 随時その所有者、 賃借人又は転借人が居住する 住宅 

・ 住宅の規模 

・ 住宅に人を 宿泊さ せる 間、 届出者が不在と なら ない旨 

・ 一戸建ての住宅、 長屋、 共同住宅又は寄宿舎の別 

・ 未成年者である 場合においては、 その法定代理人の氏名及び住所 

 

廃業の届出（ 廃業等届出書）  

住宅宿泊事業を 廃止し た場合には、 廃止の日から 30 日以内に廃業の届出を し てく ださ い。  

＜廃止の届出を する べき 人＞ 

・ 住宅宿泊事業者である 個人が死亡し たと き は、 その相続人 

・ 住宅宿泊事業者である 法人が合併によ り 消滅し たと き は、 その法人を 代表する 役員であ った人 

・ 住宅宿泊事業者である 法人が破産手続開始の決定によ り 解散し たと き は、 その破産管財人 

・ 住宅宿泊事業者である 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由によ り 解散し たと き は、その清算

人 

・ 住宅宿泊事業を 廃止し たと き 住宅宿泊事業者であ っ た個人又は住宅宿泊事業者であ っ た法人を 代表す

る 役員 

 

 

 

 

 

 

 

こ のパンフ レ ッ ト の問合せ先 

 神奈川県平塚保健福祉事務所 生活衛生部 環境衛生課 住宅宿泊事業法担当 

 〒254-0051 平塚市豊原町６ －２ １  

 電話番号 （ ０ ４ ６ ３ ） ３ ２ －０ １ ３ ０ （ 代）                     

 

令和７ 年３ 月 

平塚保健福祉事務所改訂 
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住宅宿泊事業の適正な運営に関する 指導指針 

 

１  趣旨 

 こ の指導指針は、 神奈川県において実施さ れる （ 横浜市、 川崎市、 相模原市、 横須賀市、 藤

沢市、茅ヶ 崎市及び寒川町で実施さ れる も のを除く 。）住宅宿泊事業法（ 平成 29 年法律第 65 号。

以下「 法」 と いう 。） 第２ 条第３ 項に規定する 住宅宿泊事業（ 以下「 事業」 と いう 。） の適正な

運営に関する 指導事項を定める も のと する 。  

 

２  事前の周辺住民への周知 

（ １ ） 事業を営も う と する 者は、 届出を行おう と する 日ま でに、 事業を営も う と する 住宅の周辺

住民に対し 、 事業を営むこ と について、 書面等によ り 周知する こ と 。     

（ ２ ） 周辺住民と は、 次のいずれかに掲げる 者である こ と 。  

ア 事業を営も う と する 住宅が戸建て住宅の場合は、 事業を営も う と する 住宅の敷地に隣

接又はその敷地の境界線から 水平距離が原則と し て 10 メ ート ル以内の敷地にある 建物

に居住する 住民 

イ  事業を営も う と する 住宅が共同住宅にある 場合は、 当該共同住宅の管理組合又は事業

を営も う と する 住宅が存する 建物に居住する 住民の他、 当該建物の外壁から 水平距離が

原則と し て 10 メ ート ル以内の敷地に居住する 住民 

（ ３ ） 周辺住民への周知は、 次の事項を記載し た書面等によ り 行う こ と 。  

ア 事業を営も う と する 者の氏名（ 法人にあっては、 その名称及び代表者の氏名）  

イ  事業を営も う と する 住宅の所在地  

ウ  事業の開始予定日 

エ 問合せ先（ 担当者名及び電話番号）  

（ ４ ）（ １ ） の周知について次の事項を記載し た報告書を法第３ 条第２ 項に規定する 届出書（ 以下

「 届出書」 と いう 。） に添付する こ と 。  

ア 周知日時 

イ  周知先 

ウ  周知先から の問合せ内容 

 

３  事業の届出 

（ １ ）  事業を営も う と する 者は、 届出前に関連法令について関係機関（ 消防機関、 建築基準法関 

係法令所管部署、 市町村廃棄物処理所管部署等） に相談し 、 その規定を遵守する こ と 。  

なお、 地域と 調和し た事業の実施を図る ため、 建築協定等の地域のルールを事前に確認す 

る こ と 。  

（ ２ ） 事業を営も う と する 者は、 届出書に、 消防法令適合通知書を添付する こ と 。  

（ ３ ） 添付する「 住宅の図面」 には、 国土交通省関係住宅宿泊事業法施行規則（ 平成 29 年国土交

通省令第 65 号。 以下「 国交省規則」 と いう 。） 第１ 条第１ 号及び第３ 号に規定する 措置の実
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施内容（ 非常用照明器具の位置、その他安全のための措置の内容等） について明示する こ と 。

なお、 図面の作成において不明な点がある 場合は、 専門家に意見を求める 等によ り 、 届出施

設の必要な安全措置を適切に講じ る と と も に、 所管の保健福祉事務所長から 報告を求めら れ

た場合に対応でき る よ う にする こ と 。  

 

４  法第２ 条第４ 項に定める 住宅宿泊事業者（ 以下「 事業者」 と いう 。） 及び法第２ 条第７ 項に定め

る 住宅宿泊管理業者（ 以下「 管理業者」 と いう 。） の措置 

 （ １ ） 宿泊者の衛生の確保 

ア 届出住宅の設備や備品等については清潔に保ち、 ダニやカビ等が発生し ないよ う 除湿

を心がけ、 定期的に清掃、 換気等を行う こ と 。  

イ  寝具のシーツ、 カバー等直接人に接触する も のについては、 宿泊者が入れ替わる ごと

に洗濯し たも のと 取り 替える こ と 。  

ウ  宿泊者が、重篤な症状を引き 起こ すおそれのある 感染症に罹患し 又はその疑いがある

と き は、 保健福祉事務所に通報する と と も に、 その指示を受け、 その使用し た居室、 寝

具及び器具等を消毒し 、 又は廃棄する 等の必要な措置を講じ る こ と 。  

エ 上記のほか公衆衛生上の問題を 引き 起こ す事態が発生し 又はそのおそれがある と き

は、 保健福祉事務所に通報する こ と 。  

オ 衛生管理のための研修会を 受講する 等最低限の衛生管理に関する 知識の習得に努め

る こ と 。  

カ 届出住宅に循環式浴槽（ 追い炊き 機能付き 風呂・ 24 時間風呂等） や加湿器を備え付け

ている 場合は、 レ ジオネラ 症を予防する ため、 宿泊者が入れ替わる ごと に浴槽の湯を抜

き 、 加湿器の水を交換し 、 汚れやぬめり が生じ ないよ う 定期的に洗浄、 消毒を行う 等、

適切に維持管理する こ と 。（「 レ ジオネラ 症を予防する ために必要な措置に関する 技術上

の指針」（ 平成 15 年厚生労働省告示第 264 号） 等を参考）  

キ 事業の規模や実態に応じ て、「 旅館業における 衛生等管理要領」（ 平成 12 年生衛発

1811 号厚生省生活衛生局長通知） を参考に、 適切な衛生措置を講じ る こ と 。  

ク  台所、 洗面所に使用する 水は、 飲用に適する 水である こ と 。  

 

（ ２ ） 宿泊者の安全の確保 

ア 国交省規則第１ 条第２ 号に規定する 「 避難経路」 の表示にあたっては、 市町村の火災

予防条例がある 場合は、 その規制内容を確認し 、 適正に実施する こ と 。  

イ  住宅周辺の状況に応じ 、 災害時における 宿泊者の円滑かつ迅速な避難を確保する ため、

宿泊者に対し て避難場所等に関する 情報提供を行う こ と 。  

ウ  法第６ 条に基づく 安全措置のほか、 市町村が火災予防条例を定める 場合を含め、 消防

法関係法令に基づく 必要な措置が適正に講じ ら れる よ う 事業の届出の前に所管の消防

署等に確認する こ と 。  
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（ ３ ） 外国人観光旅客である 宿泊者の快適性及び利便性の確保 

     宿泊者から の問合せについて、 必要な外国語で対応でき る 体制を整える こ と 。  

          届出住宅に備えた設備の使用方法や宿泊者の移動のための周辺の交通手段に関する 情報

提供は、 必要な外国語によ る 必要な事項が記載さ れた書面や宿泊者が必要に応じ て閲覧で

き る タ ブレ ッ ト 端末等を居室に備え付ける こ と 。特に、災害時等の通報連絡先においては、

緊急時にすみやかに確認する こ と が可能なも のである こ と 。  

 

（ ４ ） 宿泊者名簿の備付け等 

ア 宿泊行為の開始ま でに、原則対面によ り 宿泊者それぞれについて本人確認を行う こ と 。 

イ  対面によ ら ない場合は、対面と 同等の手段と し て以下のいずれも 満たす届出住宅等に

備え付けたテレビ電話やタ ブレ ッ ト 端末等によ る I CT（ 情報通信技術） を活用し た方法

等によ り 行う こ と 。  

① 宿泊者の顔及び旅券が画像によ り 鮮明に確認でき る こ と 。  

② 当該画像が事業者や管理業者の営業所等、届出住宅内又は届出住宅の近傍から 発信

さ れている こ と が確認でき る こ と 。  

ウ  宿泊契約が７ 日以上の場合には、宿泊行為開始ま での本人確認を除き 、少なく と も ７

日間に１ 回、 定期的な面会等によ り 上記の確認を行う こ と 。  

 

（ ５ ） 周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関する 宿泊者への必要な説明 

  ア 説明方法 

① 必要な事項が記載さ れた書面や宿泊者が届出住宅に宿泊し ている 間に必要に応じ て 

説明事項を閲覧でき る タ ブレ ッ ト 端末等を居室に備え付ける こ と 。  

② 書面等の備付けにあたっては、宿泊者の目につき やすい場所に掲示する 等によ り 、 宿 

泊者の注意喚起を図る 上で効果的な方法で行う こ と 。  

③ 必要な事項の説明が確実になさ れる よ う 、 居室内に電話を備え付ける こ と 等によ り 、 

事前説明に応じ ない宿泊者に対し 注意喚起でき る よ う にする こ と 。  

イ  説明事項 

① 騒音の防止のために配慮すべき 事項 

大声での会話を控える こ と 、 深夜に窓を閉める こ と 、 バルコ ニー等屋外での宴会を

開かないこ と 、 届出住宅内は楽器を使用し ないこ と 等、 届出住宅及びその周辺地域の

生活環境に応じ 適切な内容を説明する こ と 。  

② ごみの処理に関し 配慮すべき 事項 

宿泊者に対し 、 宿泊者が届出住宅内で排出する ごみについて、 事業者又は管理業者

（ 以下「 事業者等」 と いう 。） の指定し た方法（ 届出住宅内の適切な場所にごみを捨て

る こ と 等を含む。） によ り 処理する こ と 等を説明する こ と 。 なお、 ごみの廃棄につい

ては、 事業者等が自ら 適正に廃棄する こ と 。  

③ 火災の防止のために配慮すべき 事項 

ガス コ ンロ の使用のための元栓の開閉方法及びその際の注意事項、初期消火のため
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の消火器の使用方法、 避難経路並びに通報措置等、 届出住宅及びその周辺地域の生活

環境に応じ 適切な内容を説明する こ と 。  

④ その他配慮すべき 事項 

性風俗サービス を届出住宅内で利用し ないこ と 等、届出住宅の利用にあたって特に 

注意すべき 内容を説明する こ と 。  

 

（ ６ ） 苦情等への対応 

    ア 苦情及び問合せについては、深夜早朝を問わず常時、応対又は電話によ り 対応する こ と 。 

イ  宿泊者が滞在し ていない間も 、 苦情及び問合せについて対応する こ と 。  

ウ  回答を一時的に保留する 場合は、相手方に回答期日を明示し た上で改めて回答する こ と 。 

エ 滞在中の宿泊者の行為によ り 苦情が発生し ている 場合において、 当該宿泊者に対し て注

意等を行っても 改善がなさ れない場合には、 現場に急行し て退室を求める 等、 必要な対応

を講じ る こ と 。 なお、 法第 11 条第１ 項の規定によ り 法第２ 条第５ 項の住宅宿泊管理業務

を管理業者に委託をし ている 場合においては、 管理業者が苦情を受けてから 現地に赴く ま

での時間は 30 分以内を目安と する 。  

オ 苦情及び問合せが、 緊急の対応を要する 場合には、 必要に応じ て、 警察署、 消防署、 医

療機関等の然る べき 機関に連絡し たのち、 自ら も 現場に急行し て対応する こ と 。  

カ 苦情及び問合せの対応内容を記録し 、 ３ 年間保管する こ と 。  

 

（ ７ ）  標識の掲示 

ア 標識は、 届出住宅の門扉、 玄関（ 建物の正面の入り 口） 等の、 公衆が認識し やすい位置

に掲示する こ と 。  

イ  標識は、 ラ ミ ネート 加工等の風雨に耐性のある も ので作成又は加工を施すこ と 。 ま た、

破損等によ り 文字が認識でき ない場合は速やかに補修等を行う こ と 。  

ウ  共同住宅の場合にあっては、 個別の住戸に加え、 共用エント ラ ンス 、 集合ポス ト その他

の公衆が認識し やすい箇所に、 住宅宿泊事業を実施し ている 旨及び届出番号並びに届出住

宅に人を宿泊さ せる 間当該住宅に事業者が不在と なる 場合にあっては、 事業者等と 常時連

絡のと れる 連絡先を記載し た標識を掲示ス ペース にあわせて掲示する こ と 。  

エ 戸建て住宅の場合にあって、届出住宅の門の扉（ 二世帯住宅等で玄関が複数ある 場合や、

事業者が自己の生活の本拠と し て使用する 住宅と 届出住宅が同一の敷地内にある 場合等）、

玄関（ 門扉から 玄関ま で離れている 場合等） 等への掲示によ る だけでは、 公衆にと って見

やすいも のと なら ない場合には、 公衆の見やすい箇所へ住宅宿泊事業を実施し ている 旨及

び届出番号並びに届出住宅に人を宿泊さ せる 間当該住宅に事業者が不在と なる 場合にあっ

ては、 事業者等と 常時連絡のと れる 連絡先を記載し た標識を掲示ス ペース にあわせて掲示

する こ と 。  

オ 分譲マンショ ン（ 住宅がある 建物が二以上の区分所有者が存する 建物で人の居住の用に

供する 専有部分のある も のである 場合） の場合は、 標識の掲示場所等の取扱いについて、

予め管理組合と 相談する こ と 。  
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（ ８ ） その他 

      適正な事業の運営のために、 事業者等は、 事業に関する 情報の収集に努める と と も に、

行政機関が実施する 研修会を受講する こ と 。  

 

 

   附則 

   こ の指導指針は、 平成 30 年６ 月 15 日から 施行する 。  

  


